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usemnessoflTAfbrcaseexamplepr[iect．

１本研究の目的

製造業が一定規模以上の投資を伴うプロジェクトを実行する場合には，その投資

効果を正確に把握する必要がある．その場合，プロジェクトが生み出す直接的な成

果（製品）を評価するだけでなく，技術移転や技術連関iによる波及効果についても

評価を行わなければならない.そこで，本研究では，わが国製造業が海外に直接投

資を行う際の事前評価として，市場要因，生産活動に必要な人材やインフラストラ

クチャー要因，政治・規制要因などの操業に必要となる条件を計るための評価方法
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と，投入される技術の波及を計る技術連関分析の手法を提案し，それら手法の有効
性を事例を交えて示すことを目的としている．

２主要結果

本研究では，直接投資により設立された現地法人が生産活動を行うに際して必要

となる条件を経営環境iiとし，その評価指標を経営環境指数と呼ぶことにする．経営

環境評価は,定性的な要因を含めて一元的に評価することができる階層的意志決定

法iiiを応用し，経営環境を示す多くの評価要素を取り入れて，９０年代の東アジア

に曰系企業が直接投資を行う場合の事例について，この手法の有効性を示した．

また，技術連関分析法では，過去に実施されたプロジェクトのファクトデータにつ

いてデータマイニング手法を応用した独自の手法を用いて分析を行い，間接的な波
及効果が存在することを示した．

本研究を遂行するにあたっては，つぎに示す６つの視点による分析と検証を行っ

た．(1)わが国製造業の東アジア投資のメカニズム解明：わが国製造業の東アジア

投資傾向のモデル分析を実施し，投資メカニズムを明かにした．(2)製造業の経営環

境を測る指数の提示：直接投資を行う上で必要となるインフラ設備の整備状況や人

材の教育レベル，政策などからなる総合指標を提示したｄその指標の作成には階層

的意思決定法(AnalyticalHierarchyProcess：以下ＡＨＰ)を適用した．(3)国情の異

なる諸国の経営環境の評価：東アジア地域では，経済力，インフラ，人種構成，文

化などの社会システムが国毎に異なっており，これらの諸要因も含めた経営環境を

評価した．(4)経営環境と現地法人規模との関係のモデル化：製造業の経営環境と現

地法人規模との関係を産業毎にモデル化し，このモデルを用いて対象各国の将来に

おける経営環境と現地法人の規模を明らかにした．(5)現地法人の拡大可能な規模を

推計：過去のトレンドを考慮して求めた直接投資額と経営環境指標を用いて，東ア

ジア諸国における現地法人規模を推計した．(6)プロジェクトの技術波及についての

分析方法の提示：生産プロセスの移管にともなう技術移転および技術波及の効果を

予測するための技術連関分析手法を提示した．
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階層的意思決定法

(AnalyticalHieraIchy
Process:以下AHP)を適用
した経営環境指数の提示．

(1)わが国製造業の東
アジア投資のメカニズ

ム解明

わが国製造業の東アジア

投資傾向のモデル分析．
為替要因とGDP格差が主

要因

(2)製造業の経営環境
を測る指数の提示

東アジア各国の,市場,イ
ンフラ,人材レベル,文化・

社会システムなどを考慮し
た経営環境を評価

(3)国情の異なる諸国
の経営環境の評価

(4)経営環境と現地法
人規模との関係のモ

デル化

経営環境と現地法人規模
との関係を産業別にモデ
ル化．

直接投資額推計モデルと経
営環境指標を用いて,東アジ
ア諸国における現地法人の

拡大可能な規模を推計．

(5)現地法人の拡大可
能な規模を推計

データマイニング手法を応

用した独自の技術連関分析
手法による波及効果の抽出

(6)プロジェクトの技術
波及についての分析
方法の提示

図１本研究の分析・検証フロー

以下，それぞれの主要結果について概説を行う．

「￣
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２１わが国製造業の東アジア投資のメカニズムについて

東アジア諸国における日系企業の直接投資活動を対象として，経営環境の分析を

行った結果，わが国製造業の対アジア展開はＧＤＰ格差と為替変動を要因として説

明できることが示された(式1).鉄鋼業の２００５年における直接投資額はアジア地域全

体で1,406百万ドル，現地法人資本金総計は2,997億円に増加するものと推計され

た.鉄鋼業の海外市場依存度は直接輸出が11.4％，間接輸出を含めると１６８%であ

るが，自動車産業などの輸送機械産業はさらに大きく３５．８％である．

Log.(Y)＝α１，(Ｘ,)＋β１，(X1)＋γ （式1）

Ｙ：直接投資額

Ｘ,：金銭的要因(為替，現地輸入関税）

Ｘ,：経済的格差要因(GDP格差，ＧＤＰ成長率）

２２製造業の経営環境を計る評価指数について

直接投資を実施し，現地法人が生産活動を行う上で必要となる条件を経営環境と

呼び，インフラ設備の整備状況や人材の教育レベル，政策などから構成される総合

指標として経営環境指数を提示した(図２)．経営環境指数の作成には階層的意思決定

法（AnalyticalHierarchyProcess:ＡＨＰ）を適用した．この方法では統計データの

ような定量値だけでなく，定性的な要因を取り入れることもできるため，一元指標

で表すことが可能である．
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販売規制

現地市場需要

輸出可能性

労働力

プロジェクト

の投資先の選

定

土地

コスト要因．

社会基盤＝

供給
原材料 シンガ

ポール

サービス

人材

非コスト非コスト

要因
サポーティング

インダストリー

ポーティングン

インダストリー

政策

生活環境、

政治・社会

システム

政治・社会
文化

政治的安定的

図２経営環境要因のストラクチャー

２．３国情の異なる諸国の経営環境の評価について

東アジア地域では，経済力，インフラ，人種構成，文化などの社会システムが国

単位で大きく異なっているため，これらの要因を含めた経営環境指数を求めた鈩鉄

２．ｓ

単位で大きく異なっているため，これらの要因を含めた経宮環境指数を求めた～鉄

鋼業の経営環境指数は，タイが最も高く，続いて，マレーシア，インド，フィリピ

ン，中国，インドネシアの順である．２００５年にかけての東アジア諸国の鉄鋼需要要
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因の変化に伴い，中国，インド，インドネシアといった巨大な人口を抱える国の経

営環境が大幅に向上するが，これに対応してタイやマレーシアでは相対的に経営環

境指数が低くなる．このように経営環境指数は，投資対象としての魅力を表してい

て，この場合には，投資対象国がタイから中国へとシフトすることを示唆してい
る．

２．４経営環境と現地法人規模との関係の定式化について

製造業の経営環境指数と現地法人規模との関係を産業別に定式化した(式２に自動

車産業の例を示す)・将来，対象国の経営環境が変化した場合を想定し，この産業別

の式を用いて現地法人の規模の変遷を明らかにした．

Ｙ＝Z1143e3・灘エ 相関係数0.987…(式2）

Ｙ：日系法人資本金総計

Ｘ：自動車産業の経営環境指数

２．５現地法人の拡大可能な規模の推計について

東アジア諸国における経営環境の変化と今後予測される累積直接投資額から，現

地法人の資本金規模を推計すると，フィリピンの現地法人は分析の基準年である

1997年のマレーシアと同等のレベルまで増大可能である．また，マレーシアの現地

法人規模は，タイ並の規模にまで成長可能であると考えられる(図３)．一方，生産プ

ロセス設備については，見かけ消費量の拡大と共に投資対象が製造プロセスの下流

工程から上流工程にシフトしていることから，わが国が保有している先端的生産プ

ロセス技術の適用が戦略上の重要な鍵となるものと考えられる．
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検索と比較して高速である．文章をベクトル化するには，形態素解析と呼ばれる方

法を用いて複数の単語に分割し，各単語の重要性は，文章とＤＢ中に現れる頻度か

ら決定する．ベクトルの近さは類似度と呼ばれる指標であらわされ，この数値の大

きい文章ほど，概念的に近いとされている．このように検索自体が高速であり，従

来のキーワードを拠り所とした検索ではなく，文献の内容をそのまま分析に供する

全文検索であるため，精度が比較的正確である．このことは，類似技術を分野横断

的な観点で抽出し，分析することに役立っている．

２７事例プロジェクトの技術波及効果と手法の有効性について

前節で述べた技術連関分析手法の有効性を示すために，過去に実施された巨大プ

ロジェクトの技術的成果がどのように波及したかを第五世代コンピュータープロジ

ェクト'を対象に分析し，潜在的かつ間接的な効果を調べた．このプロジェクトは当

初の目的を果たせなかったとされているが，実施過程において開発された要素技術

は，我々の身の回りにある家電製品，エレベーター，エスカレーターから，医療分

野の診断装置，また近年急速に重要性が高まりつつあるセキュリティー用の個人識

別技術へとつながっており，幅広い分野への波及が存在することが推察された．基

礎的な研究であるほど，応用範囲は広く，しかし，そのつながりは水面下に潜行し

がちであるため，本章で適用したような技術連関分析手法で，そのつながりを定量

的に抽出することは有効であると言える．この手法を海外直接投資プロジェクトに

適用することにより，生産プロセスの移管や技術移転に伴う，技術波及効果を分析

することができると考えられる．

２．ｓ総評

以上の対象事例の分析と検証を通じて，本研究で示した経営環境評価手法および

技術連関分析手法の有効性を示した．これらの評価・分析手法は，東アジア諸国以

外の地域への直接投資プロジェクトへの適用が可能であり，手法の応用による発展

性が見込まれる．

'過去の巨大プロジェクトであり、直接的な成果に関する資料が豊富であり、一般的に失敗したといわれ
ているため、分析対象として適していると判断した。本研究とは対象分野が異なるが、方法論的にはそ
のまま適用できる。
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ｉ研究開発の成果である技術が，実用化され製品として市場に出現したり，あらたな技術開発テーマへと
発展する，技術のつながり，技術波及の様を，本報では技術連関と呼ぶことにする．

in市場性などの需要要因、インフラストラクチャーなどの供給要因、そのほか、文化や社会システム要因
を対象としている。

iii階層的意思決定法の基礎と簡単な事例は，刀根薫，「ゲーム感覚意思決定法」曰科技連,東京に簡潔に
まとめられている．

学位論文審査結果の要旨

平成１６年１月２７日に第１回学位論文審査委員会を開催し、平成１６年２月４日に口頭発表ならびに第２

回審査委員会を開催して審議した結果、以下のように判定した。

製造業が海外投資の前に行う経営環境評価と投入技術の波及を予測する技術連関分析の手法を提案しその

有効性を示した。投資設立された現地法人が生産活動を行うのに必要な条件を表す経営環境指数が階層的意

思決定法の応用により得られ、これにより定性的･定量的評価要素を取り入れた一元的評価が可能となった。

この手法を９０年代に日系企業が行った東アジアへの投資事例に適用した結果､経営環境を市場､生産､政治、

規制の各要因に分けて階層構造化し算出した各国の経営環境指数と現地法人規模とは対応し、将来の法人規

模の推計に有効であることが示された。また東アジアへの投資について多変量解析を行いＧＤＰ格差と為替

の２要因で投資行動のメカニズムを説明できることを明かにした。技術連関分析についてはデータマイニン

グ法を応用して技術と技術の繋がりを示す手法を考案し、過去に実施されたプロジェクトの事例において潜

在的な技術連関を含めた技術の波及効果が存在することを示した。

以上のように本論文は海外プロジェクトの経営環境を事前評価する手法に関する優れた経営工学的成果を

生み出すとともに、製造業の海外投資先の選定という工業的成果を上げている。したがって、その内容は博

士（工学）論文に値するものと判定する。
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